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大企業の動き ヤマト運輸 カーボンニュートラル配送

出典：ヤマト運輸HPより
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GHGプロトコルについて

温室効果ガス排出を、以下のように分けるのが世界的に標準になっています
Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼）

Scope2：他社から供給された電気、熱、蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

（Scope3は15のカテゴリーに分かれています）

出典：サプライチェーン排出量の算定と削減に向けて（環境省）

「CDPサプライチェーン報告書2016｜2017」では、

「サプライヤー排出量(取引先等の排出量)」は「自社排出量」の「4倍にのぼる」と報告されています。



プロセス①自社のGHG排出量（CO2排出量）の把握

まずはどれだけCO2排出しているか把握です。

請求伝票から、計算しましょう。



プロセス①自社のGHG排出量（CO2排出量）の把握

クラウドもツールが出ています。
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プロセス②目標の設定(対策を考える)

企業名 目標水準 Scope 基準年 目標年 単位 概要

食品会社A社 1.5℃ １＆２ 2020年 2030年 総量 排出量を42%削減

目指す目標を明確にする

①省エネ・燃料転換・電化

②創エネ

③カーボンオフセット



プロセス②目標の設定(対策を考える) 省エネ・燃転・電化

(１)エネルギー使用量を削減する（省エネ）

(２)CO2排出係数を低減する (燃転)

(３)エネルギーを電化する(電化)



プロセス②目標の設定(対策を考える) 創エネ

再生可能エネルギーの導入(主に太陽光発電)

オンサイトPPA オフサイトPPA

図の出展：企業省エネの教科書HP

自社所有 オンサイトPPA オフサイトPPA

所有者 事業者 小売電気事業者 小売電気事業者

設置場所 自社施設
自社の電気需要地の

施設・土地

自社の電気需要地と遠隔の

施設・土地

メリット ・再生可能エネルギー無償利用

・再生可能エネルギー取得

・設置費用、保守費用が安い

・発送電費用が不要

・再生可能エネルギー取得

・設置費用、保守費用が安い

・自社の施設・土地を有効活用

デメリット

・設置用資金が必要

・保守が必要

・電気需要地に施設・土地必要

・電気需要地に施設・土地必要 ・発送電費用が必要



プロセス②目標の設定(対策を考える) カーボンオフセット

カーボンオフセットの仕組み

削減
した

CO2

削減
できない

CO2

削減した

CO2

権利発行者権利取得者

権利販売
目標値

目標値



プロセス②目標の設定(対策を考える) カーボンオフセット

種類 内容

グリーン電力証書

グリーン電力証書は、再生可能エネルギーによって発電された電気の「環境価値」を証

書化したもので、第三者承認機関の承認を得て証書発行事業者がグリーン電力証書を発

行する。また、グリーン電力証書の発電電力量・生成熱量に基いて、そのCO₂排出削減価

値を国が認証することにより、温対法に基づく温室効果ガス排出算定・報告・公表制度

等に活用できるようにした制度が、「グリーンエネルギーCO₂削減相当量認証制度」。

J-クレジット

Jクレジット制度とは、省エネ機器や再生可能エネルギーの導入、森林経営などの取り組

みによるCO₂などの温室効果ガスの排出削減量や吸収量を「クレジット」として国が認証

する制度である。

Jクレジット制度によって創出されたクレジットは、カーボン・オフセットや低炭素社会

実現に向けての目標達成など様々な用途に活用できる。

非化石証書

非化石価値取引市場で売買される非化石証書とは、石油や石炭などの化石燃料を使って

いない「非化石電源」で発電された電気が持つ「非化石価値」を取り出し、証書化した

もの。CO₂を発生させない電気には、「環境価値」があり、その環境価値のひとつであ

る「非化石価値」を取り出し、証書のかたちにして売買を可能にしたのが「非化石証

書」。
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プロセス③ 脱炭素経営の実践

1：経営者の決断

2：組織体制の構築

3：継続的なモニタリングと改善

・担当責任者を設置する

・全社で目標の共有をして、意識を醸成する

・アクションプランの進捗確認と差異の分析

・何が目的で、脱炭素経営をするのかを決めて、決断する！

・アクションプランの策定をして、KPIを設ける。特に設備投資計画と密接に関係。

・モニタリングにより現状のCO2排出量の把握

・アクションプランの改善



プロセス③ 脱炭素経営の実践 分析

拠点

エネルギー別

機械別

人別

製品別

人別

製品別

エネルギーマネジメントシステム

クラウドサービス化

設備投資：炭素生産性という指標

製品別：差別化要因
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プロセス④ 対外的アピール 各種認証・申請・認定



プロセス④ 対外的アピール 各種認証・申請・認定

出典：中長期排出削減目標等設定マニュアル 環境省



プロセス④ 対外的アピール 各種認証・申請・認定

出典：SBT(Science Based Targets)について 環境省



プロセス④ 対外的アピール 各種認証・申請・認定

出典：中長期排出削減目標等設定マニュアル 環境省



プロセス④ 対外的アピール カーボンオフセットの扱い

CDP

(GHGプロトコル準拠)
SBT RE100

グリーン電力証書 〇 〇 〇

J-クレジット 〇 〇 〇

非化石証書 〇 〇
政府によるトラッ

キング証書のみ〇



脱炭素経営についてサポートします。

初回相談無料ですので、
Webからお問い合わせください
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気候危機のこれまでの経緯

公表年 報告書 温暖化と人間活動の影響の関係について

1990年 第1次報告書
「気温上昇を生じさせるだろう」
人為起原の温室効果ガスは気象変化を生じさせる恐れがある

1995年 第2次報告書
「影響が全地域の機構に表れている」
識別可能な人為的影響が全地球の気候に表れている

2001年 第3次報告書
「可能性が高い」（66％以上）
過去50年に観測された温暖化の大部分は、温室効果ガスの温度増加によるものだった可能性が高い

2007年 第4次報告書
「可能性が非常に高い」（90％以上）
20世紀半ば以降の温暖化のほとんどは、人為起原の温室効果ガス濃度の増加による可能性が非常に高い

2013年 第5次報告書
「可能性が非常に高い」（95％以上）
20世紀半ば以降の温暖化の主な原因は、人間活動の可能性が極めて高い

2021年 第6次報告書
「疑う余地がない」
人間の影響が待機・海洋及び陸域を温暖化させていることには疑う余地がない



大雨の発生が増加

全国的に見ても、1時間に50mm以上の大雨の発生回数が増加。



相次ぐ豪雨災害

台風や夏場の大雨により、毎年のように豪雨被害が発生

• 六角川水系が氾濫し、武雄市、
大町町などで被害が発生

• 工場の油流出による二次被害
も発生し、企業により近隣住
民等に賠償が行われた

令和元年佐賀豪雨（佐賀県被害額：約330億円）

令和２年7月豪雨（熊本県被害額：約3,300億円）

• 球磨川水系が氾濫し、人吉市、
球磨村などで被害が発生

• 老人ホームが濁流にのまれ、
入所者14名が犠牲。これを教
訓に法改正がなされ、避難計
画や訓練の報告が義務化



気候危機

熊本では沿岸部の多くが沈んでしまう

現在 海水面が1m上昇



気候危機

佐賀では佐賀平野の大部分が沈んでしまう

現在 海水面が1m上昇



世界の動き（1/2）

年 経緯 詳細

1992年 リオサミット
リオデジャネイロで、「地球サミット」を実施された
気候変動枠組条約（UNFCCC）の合意
持続可能な開発に向けた具体的な行動計画であるアジェンダ21の採択

1995年 COP1

気候変動枠組条約に基づき、第1回締約国会議が実施された
①ベルリン・マンデートの採択: 

COP1では、各国が地球温暖化ガスの削減目標を設定するための枠組みを議論するためのプロ
セスが開始された。これが「ベルリン・マンデート」と呼ばれ、後のCOPでの議論や合意の基
盤となった。
②政府間パネルによる報告書の受け入れ: 

COP1では、気候変動に関する科学的知見をまとめた政府間パネルによる報告書（IPCC報告
書）が受け入れられ、気候変動の重要性や影響に関する理解が深まる契機となった。

1997年
COP3
京都議定書

「京都議定書」は、気候変動枠組条約（UNFCCC）に基づいて、地球温暖化ガスの排出削減に
関する具体的な義務を規定した国際的な法的な文書である。
①排出削減目標の義務付け
②排出権取引とクリーン開発メカニズム
③監視・報告・検証 (MRV) システム

2000年 CDP発足

CDP（Carbon Disclosure Project）は、企業の気候変動や環境に関するデータを収集し、投資
家や企業などに提供する非営利組織である。CDPは、企業の環境への影響や取り組みを透明に
し、気候変動対策を促進することを目的としている。
①企業のデータ収集と開示
②投資家と企業への提供
③評価とランキング (スコアリング)

④非営利組織
投資機関を気候変動の枠組みに巻き込んだことが大きい



世界の動き（2/2）

年 経緯 詳細

2006年 PRI発足

PRI（Principles for Responsible Investment）は、投資家が環境、社会、ガバナンス（ESG）の観点を
重視し、持続可能な投資を推進するための国際的なイニシアティブである。PRIは、投資家が責任あ
る投資原則を尊重し、企業の持続可能性に関する課題に取り組むことを奨励することを目的として
る。
6つの原則: PRIは6つの原則を提唱しています。
①ESGファクターを投資分析に統合する。
②持続可能な運用を推進するための行動を取る。
③投資先企業の持続可能性に関する情報開示を促進する。
④株主権利を行使して企業の持続可能性を促進する。
⑤持続可能な投資を促進するために協力する。
⑥持続可能な投資に関する活動と進捗を報告する。

2014年 RE100

RE100は、企業が再生可能エネルギー（Renewable Energy）を100％導入することを目指す国際的な
イニシアティブである。具体的には、企業が電力消費量の100％を再生可能エネルギー源からの電力
でまかなうことを目指し、その取り組みを公に宣言することを要求している。RE100は、気候変動対
策や持続可能性に関する企業の取り組みの一環として注目されている。

2015年 パリ協定

パリ協定（Paris Agreement）は、気候変動に対する国際的な枠組みであり、地球温暖化を抑制し、
持続可能な未来を実現するための取り組みを規定する国際協定である。2015年にフランスのパリで
開催されたCOP21（気候変動枠組条約の第21回締約国会議）で採択された。パリ協定は、気候変動へ
の対応において前向きな方向性を示し、世界の国々が共同で取り組む重要な枠組みとなっている。
①目標の強化
②国ごとの自主的貢献（NDCs）
③透明性と報告
④気候資金
⑤長期目標

2017年 TCFD設立
TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）は、気候変動に関連する情報を企業が
金融情報とともに開示することを奨励するために設立された国際的な取り組みである。TCFDは、気
候変動の影響を金融市場に適切に統合し、リスク評価と意思決定の向上を図ることを目指している。



パリ協定

・2015年12月にCOP21(国連気候変動枠組条約)で採択
・京都議定書(1997年COP3)に代わる2020年以降の枠組み

『世界の平均気温上昇を産業革命時比2℃を十分
下回る水準に抑え、さらに1.5℃に抑える努力を
する。』

『全ての国(発展途上国を含む)に5年ごとに温室
効果ガスの削減目標を国連に提出し、対策を進
めることを義務付け』

日本の脱炭素目標
2030年 46%減 (2013年度比)
2050年 ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ



パリ協定

文部科学省 「気候変動 2021 自然科学的根拠」から抜粋



パリ協定

WB2度：世界の気温上昇を産業革命前より２度を十分に下回る水準（Well Below 2度）

世界の気温上昇を基準年より1.5℃を下回る⽔準に抑える

→年率4.2%で削減



カーボンニュートラルとは？

CO2の排出量を削減し、排出量と吸収量のバランスを取る（ニュートラル）こと

出典：環境省 脱炭素ポータル

出典：ニフクラトップ社
用語集「カーボンニュートラルとは」



日本の動き 2050カーボンニュートラル宣言

出展：令和２年度環境省温室効果ガス排出量算定方法検討会（第1回）2021年1月27日



政府が考えているシナリオ

出典：2050年カーボンニュートラルに向けた日本の気候変動対策 環境省



日本のシナリオのイメージ

• CO₂排出量から吸収量と除去量を差し引いた合計をゼロ

（中立＝ニュートラル）

出典：カーボンニュートラル成長戦略



日本の動き 脱炭素成長型経済構造移行推進戦略

出典：経済産業省



日本の動き グリーン成長戦略



国際間炭素税という関税が発生する可能性

国境炭素税とは
CO2にかける関税である。といっても単なる保護主義では
なく、気候危機から守るという理由がある。
今でもEUの域内ではETS（排出枠取引制度）があり、温室
効果ガスの排出枠を売買していますが、
それを輸入品にも適用しようというものである。

影響は？
国境炭素税は関税ですから、日本からEUへの輸出品の価格
が上がり、売れなくなる可能性がある。たとえば自動車の
場合は、工場で自動車をつくるとき消費するCO2の量も計
算するので、日本のように電力の75％が化石燃料だと、税
率が非常に高くなる。

日本国内でも炭素税がかかるようになる？
国境炭素税は普通の関税とはちがい、国内で炭素税をとっ
ている国は軽減される。
たとえばEUの国境炭素税が10％なら、日本も10％の炭素税
をとれば関税はゼロとなる。EUにとられるより国内で炭素
税をとったほうがましなので、各国の国内でも炭素税がで
きる可能性は高いと考えられる。

出展：池田信夫氏 コラム 炭素税って何？



大企業の動き SBT認定取得企業の増加



大企業の動き

➢ 中小企業のサプライヤーに排出量の削減を求める具体例
近年、大手企業からサプライヤーに排出量の削減を求める動きが増加

企業名 業種 概要

大和ハウス工業 建設業 2030年までに主要サプライヤーの90％以上に温
室効果ガスの削減目標を設定

第一三共 医薬品 主要サプライヤーの90%に削減目標を設定させる

ホンダ 自動車 主要サプライヤーに二酸化炭素排出量を2019年
度比で
年4%ずつ減らすよう要請

積水ハウス 建設業 サプライヤーに対し、事業で使用する電気で再エネ
100%を使用することを求めた

日立製作所 電機 取引総額の約７割を占める800社に、排出削減
の計画策定を求めた

イオン 流通業 購入した製品・サービスからの排出量の80％に相
当するサプライヤーにSBT目標を設定させる



大企業の動き ヤマト運輸 カーボンニュートラル配送

出典：ヤマト運輸HPより



このプレゼンテーションのGOAL

②気候危機とカーボンニュートラルの必要性

③企業の選択肢

①脱炭素経営の進め方



中小企業が取り組む選択肢

①積極的に脱炭素経営に取り組む
・カーボンニュートラルを積極的に推進し、
他社との差別化、資金調達に活用し、対外的にPRしていく

②消極的に脱炭素経営に取り組む
・得意先からの要請、金融機関からの要請等の
外的環境変化から、取り組む

③取り組まない



企業が取り組む選択肢の考え方

内部 外部

積極的

消極的

●得意先からの要請

●金融機関からの要請

●認証等による認知度の向上

●有利な条件での資金調達

●低炭素排出製品による差別化

●省エネによるコストダウン

●従業員満足度の向上

●炭素税へ準備

●人材獲得力の強化



Z世代意識調査によると

Z世代の62.2%が、環境問題に対して危機意識あり 特に「気候変動」や「CO2の排出問題」に危機感を実感

SDGsに積極的に取り組んでいることが、その企業への志望度に「影響する」と答えた人が4割に上っている

出展：株式会社ディスコの「就活生の企業選びとSDGsに関する調査」



まずは、決めてください！

1：経営者の決断

・何が目的で、カーボンニュートラル経営をするのかを決めて、決断する！

内部 外部

積極的

消極的

●得意先からの要請

●金融機関からの要請

●認証等による認知度の向上

●有利な条件での資金調達

●低炭素排出製品による差別化

●省エネによるコストダウン

●従業員満足度の向上

●炭素税へ準備

●人材獲得力の強化



脱炭素経営についてサポートします。

初回相談無料ですので、
Webからお問い合わせください
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